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会  議  の  状  況 

 

令和 7 年度第 2 回青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議評価委員会 

 

1. 日  時 令和 7 年 7 月 29 日(火) 13:30～15:10 

 

2. 場  所 ウェディングプラザアラスカ 地下 1 階 サファイアの間 

 

3. 出席委員 17 名 

 

4. 提出資料 

資  料 1 原子力施設環境放射線調査報告書(案)(令和 6 年度第 4 四半期報) 

資  料 2 原子力施設環境放射線調査報告書データ集(案)(令和 6 年度第 4 四半期報) 

資  料 3 原子力施設環境放射線調査報告書(案)(令和 6 年度報) 

資  料 4 原子力施設環境放射線調査報告書データ集(案)(令和 6 年度報) 

資  料 5 東通原子力発電所温排水影響調査結果報告書(案)（令和 6 年度第 4 四半期報） 

資  料 6 東通原子力発電所温排水影響調査結果報告書(案)（令和 6 年度報） 

資  料 7 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構青森研究開発センターに係る

放射能監視結果の報告について 

資  料 8 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構青森研究開発センターに係る

放射能監視結果 

資  料 9 会議の状況 

参考資料 1 原子燃料サイクル事業の現在の状況について 

参考資料 2 東通原子力発電所の現在の状況について 

参考資料 3 リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況について 

 

5. 概  要 

(1) 議事 

1) 原子力施設環境放射線調査結果について（令和 6 年度第 4 四半期、令和 6 年度） 

ア 原子燃料サイクル施設 

県及び日本原燃(株)から資料１～4 により説明があり、次のとおり評価された。 

・原子燃料サイクル施設に係る令和 6 年度第 4 四半期の環境放射線等調査結果は、これまで

と同じ水準であった。原子燃料サイクル施設からの影響は認められなかった。 

・令和 6 年度の環境放射線等調査結果は、これまでと同じ水準であった。原子燃料サイクル施

設からの影響は認められなかった。 

・令和 6 年度の測定結果に基づき実施する「施設起因の線量の推定・評価」については、施設

寄与が認められなかったため省略した。 

・令和 6 年度の原子燃料サイクル施設における放射性気体・液体廃棄物及びフッ素化合物の

放出状況は、管理目標値を下回っていた。再処理工場から放出された放射性物質に起因す

る実効線量として、令和 6 年度の放出実績をもとに推定・評価した結果は 0.001 ミリシーベル

ト未満であり、法令に定める周辺監視区域外の線量限度（年間 1 ミリシーベルト）を十分に下

回っていた。 

・令和 6 年度の測定結果については、「平常の変動幅」の設定に用いる。 
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イ 東通原子力発電所  

県及び東北電力(株)から資料 1～4 により説明があり、次のとおり評価された。 

・東通原子力発電所に係る令和 6 年度第 4 四半期の環境放射線調査結果は、これまでと同じ

水準であった。東通原子力発電所からの影響は認められなかった。 

・令和 6 年度の環境放射線調査結果は、これまでと同じ水準であった。東通原子力発電所か

らの影響は認められなかった。 

・令和 6 年度の測定結果に基づき実施する「施設起因の線量の推定・評価」については、施設

寄与が認められなかったため省略した。 

・令和 6 年度の東通原子力発電所における放射性気体・液体廃棄物の放出状況は、いずれも

管理目標値を下回っていた。東通原子力発電所から放出された放射性物質に起因する実効

線量として、令和 6 年度の放出実績を基に推定・評価した結果は 0.001 ミリシーベルト未満で

あり、法令に定める周辺監視区域外の線量限度（年間 1 ミリシーベルト）を十分に下回ってい

た。 

・令和 6 年度の測定結果については、「平常の変動幅」の設定に用いる。 

 

ウ リサイクル燃料備蓄センター 

県及びリサイクル燃料貯蔵(株）から資料１～4 により説明があり、次のとおり評価された。 

・リサイクル燃料備蓄センターに係る令和 6 年度第 4 四半期の環境放射線調査結果は、これ

までと同じ水準であった。リサイクル燃料備蓄センターからの影響は認められなかった。 

・令和 6 年度の環境放射線調査結果は、これまでと同じ水準であった。リサイクル燃料備蓄セ

ンターからの影響は認められなかった。 

・令和 6 年度の測定結果に基づき実施する「施設起因の線量の推定・評価」については、施設

寄与が認められなかったため省略した。 

・令和 6 年度の測定結果については、「平常の変動幅」の設定に用いる。 

  

   資料 1 の 20 ページ表 2-3 等について、委員から、ヒラメ、カレイ、ウスメバル、コウナゴ、アイナ

メが 1 つの欄にまとめて記載されており、そのうちウスメバルが欠測となったことが欄外に記載され

ているが、その他の試料も欠測だったのか、あるいは今四半期は測定対象ではなかったのか分か

りにくいと指摘があり、事務局から記載について検討すると回答した。 

 

   資料 1 の付 1 について、委員から、変更前と後の地点で牛が屋外にいる時間や給餌方法とい

った飼育状況に変わりがないか質問があり、東北電力（株）から、配合飼料は同じものを使用して

おり、飼育状況に大きな違いはないと回答があった。 

 

   委員から、欠測があった場合の線量評価の方法について質問があり、事務局から、計算方法は

試料ごとに異なり、海水魚であれば、試料の種類ごとに得られた測定値のうち最も高い値を用いて

算出することとしていると回答した。 

 

2） 東通原子力発電所温排水影響調査結果について(令和 6 年度第 4 四半期、令和 6 年度) 

水産総合研究所から資料 5～6 により説明があり、今後も引き続き調査を継続し、データの収集

に努めていくこととした。 

 

(2) 報告事項 

1) 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構青森研究開発センターに係る放射能監視結果の

報告について 
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原子力安全対策課から資料７により、国立研究開発法人日本原子力開発機構青森研究開発

センター（以下、「JAEA」という。）から資料 8 により報告があった。 

 

委員から、今後、当該監視結果について本委員会で評価することとなるのかと質問があり、事務

局から、内容を確認いただき、ご意見があればお伺いするものであると回答した。 

 

資料 8 の 2 ページ表 2 について、委員から、廃液貯留タンクに残留した処理済廃液を処分しな

いのか質問があり、JAEA から、海中放出した残りの廃液が、タンクの底の構造上液量の管理がで

きない箇所に残留しているもので、その放出は今のところ行っていないと回答があった。 

 

資料 8 の 5 ページ（3）今後の予定について、委員から、研究施設等廃棄物の処分が可能な廃

棄事業者と施設について質問があり、JAEA から、具体的には JAEA 自身が将来的に廃棄施設を

建設した上で受入れを行う予定であると回答があった。 

 

(3) その他 

1) 原子燃料サイクル事業の現在の状況 

日本原燃(株)から参考資料 1 により新規制基準への対応状況、各事業の運転状況等について

説明があった他、トラブル等の原因・対策について説明があった。 

 

4 ページの精製建屋トラブルについて、委員から、希釈剤貯槽は常に解放されていたのか質問

があり、日本原燃（株）から、試料採取用ノズル部分が常に開いている状態であり、通常、容器内

は負圧であるが、今回のように内圧が上がるリスクを考え、蓋をすることとしたと回答があった。 

 

2) 東通原子力発電所の現在の状況 

東北電力(株)から参考資料 2 により東通原子力発電所の運転状況、新規制基準適合性審査の

状況について説明があった他、敷地における地質調査、原子炉施設保安課規定変更認可につ

いて説明があった。 

 

3) リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況 

リサイクル燃料貯蔵(株)から参考資料 3 により使用済燃料の受入れ状況及び定期事業者検査

について説明があった。 
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会  議  の  状  況 

 

令和６年度青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議監視委員会 

 

１．日  時 令和６年９月２日（月） 14：00～15：30 

 

２．場  所 ホテル青森 ３階 孔雀の間 

 

３．出席委員 40 名 

 

４．提出資料 

資料１   会議の状況 

資料２－１ リサイクル燃料備蓄センター周辺地域の安全確保及び環境保全に関する協定書 

資料２－２ リサイクル燃料備蓄センター周辺地域の安全確保及び環境保全に関する協定の 

運用に関する細則 

冊子    原子力施設環境放射線調査報告書（令和５年度報） 

冊子    東通原子力発電所温排水影響調査結果報告書（令和５年度報） 

参考資料１ 原子燃料サイクル事業の現在の状況について 

参考資料２ 東通原子力発電所の現在の状況について 

参考資料３ リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況について 

広報誌   モニタリングつうしんあおもり No.133  

 

５．概  要 

(1) 議事 

ア 原子力施設環境放射線調査結果（令和５年度）について 

(ア) 原子燃料サイクル施設 

県及び日本原燃株式会社から原子力施設環境放射線調査報告書（令和５年度報）によ

り説明があり、次のとおり評価・確認された。 

・令和５年度の環境放射線等調査結果は、これまでと同じ水準であった。原子燃料サイ

クル施設からの影響は認められなかった。 

・令和５年度の測定結果に基づき実施する「施設起因の線量の推定・評価」については

施設寄与が認められなかったため省略した。 

・令和５年度の原子燃料サイクル施設における放射性気体廃棄物、放射性液体廃棄物及

びフッ素化合物の放出状況は、いずれも管理目標値を下回っていた。再処理工場から

放出された放射性物質に起因する実効線量として、令和５年度１年間の放出実績をも

とに推定・評価した結果は０．００１ミリシーベルト未満であり、法令に定める周辺

監視区域外の線量限度（年間１ミリシーベルト）を十分に下回っていた。 

・令和５年度の測定結果については、平常の変動幅の設定に用いる。ただし、大気浮遊

人中の全α及び全β放射能については、令和６年３月までの機器更新により測定方法

が変わったため、新たにデータの蓄積を行い、１年以上経過した時点で改めて平常の

変動幅を設定する。 
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(イ) 東通原子力発電所 

県及び東北電力株式会社から原子力施設環境放射線調査報告書（令和５年度報）によ

り説明があり、次のとおり評価・確認された。 

・令和５年度の環境放射線調査結果は、これまでと同じ水準であった。東通原子力発電

所からの影響は認められなかった。 

・令和５年度の測定結果に基づき実施する「施設起因の線量の推定・評価」については、

施設寄与が認められなかったため省略した。 

・令和５年度の東通原子力発電所における放射性気体・液体廃棄物の放出状況は、いず

れも管理目標値を下回っていた。令和５年度の東通原子力発電所から放出された放射

性物質に起因する実効線量として、令和５年度１年間の放出実績をもとに推定・評価

した結果は０．００１ミリシーベルト未満であり、法令に定める周辺監視区域外の線

量限度（年間１ミリシーベルト）を十分に下回っていた。 

・令和５年度の測定結果については、平常の変動幅の設定に用いる。 

 

(ウ ) リサイクル燃料備蓄センター 

県から原子力施設環境放射線調査報告書（令和５年度報）により説明があり、次のと

おり評価・確認された。 

・令和５年度の環境放射線調査結果は、これまでと同じ水準であった。 

・令和５年度の測定結果については、平常の変動幅の設定に用いる。 

 

委員から、空間放射線量率がこれまでより大きな値が生じた理由について質問があり、

県から、空気中に存在する天然の放射性物質（ラドンの壊変生成物）が雨や雪に取り込ま

れ地表面に落下することで、半減期に従い減衰するまでの間、一時的に空間放射線量率が

高くなる現象があり、今回平常の変動幅を外れた測定値はこの現象によるものと考えられ

る旨、回答があった。 

また、本委員会に先立って開催された評価委員会の概要について、当日の資料とするだ

けではなく、事前に送付していただきたい旨意見があり、県から、対応を検討する旨回答

があった。 

 

イ 東通原子力発電所温排水影響調査結果（令和５年度）について 

青森県産業技術センター水産総合研究所から東通原子力発電所温排水影響調査結果報告

書（令和５年度報）により説明があり、今後も引き続き調査を継続し、データの収集に努

めていくこととした。 

 

委員から、原子力発電所が運転していない状況においても温排水の放水があるのか質問

があり、東北電力株式会社から、100%の出力時は 80t/秒の取水・放水を行うこととなるが、

発電していない現状でも、機器の冷却等のために 4t/秒の取水・放水を行っている旨回答

があった。 

 

(2) 報告事項 リサイクル燃料備蓄センターに関する安全協定等の締結について 

県から広報誌「モニタリングつうしんあおもり No.133」を用いて、リサイクル燃料備

蓄センターに関する安全協定等の締結について報告があった。 
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(3) その他 

ア 原子燃料サイクル事業の現在の状況 

日本原燃株式会社から参考資料１により新規制基準への対応状況、各事業の運転状況、

及びトラブル等一覧について説明があったほか、2024 年８月 29 日に各事業のしゅん工目

標を変更した件について説明があった。 

 

イ 東通原子力発電所の現在の状況 

東北電力株式会社から参考資料２により東通原子力発電所の運転状況等及び新規制基準

適合性審査の状況について説明があったほか、2024 年４月 22 日に安全対策工事完了時期

の見直しを行った件について説明があった。 

 

ウ リサイクル燃料備蓄センターの現在の状況 

リサイクル燃料貯蔵株式会社から参考資料３により新規制基準への対応状況及び事業開

始までの主な工程について説明があった。 

 

委員から、参考資料１について、設工認の認可後に実施する工事について検討した結果

がわからないこと、海洋放出管切り離し工事の詳細、工程表の見方について質問があり、

日本原燃株式会社から、設工認の認可後に実施する工事は新たなしゅん工目標に影響を与

えないような工期になること、海洋放出管切り離し工事は、使用済燃料貯蔵プールと再処

理本体の２系統あるものを繋ぎこみ１本にする工事であること、工程表については全体の

律速となる要素を赤い線で示してあることの回答があった。 


